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平成３０年度事業報告 

自 平成３０年 ４月 １日 

至 平成３１年 ３月３１日 

 

徳島法人会は、公益法人制度改革のもとで、公益認定を受け、新たに平成２４年４月１日「公益

社団法人徳島法人会」としてスタートし７年が経過しました。県下６法人会の先導的役割を担うな

かで、公益目的事業を柱として活動を展開してまいりました。 

「法人会は税のオピニオンリーダーとして企業の発展を支援し、地域の振興に寄与し、国と社会

の繁栄に貢献する経営者の団体である」という理念に則り、全国法人会総連合、徳島県法人会連合

会と一体となり、納税意識の高揚、税知識の普及を始めとする社会貢献活動や会員への支援事業を

積極的に行っております。 

「公益社団法人徳島法人会」では、公益法人の使命を踏まえ、会員企業、非会員企業を問わず公

益事業に軸足を置き、地域に根ざす団体として地域企業・地域社会への貢献と健全な発展に資する

活動に力を入れて取り組みました。 

    

 

１．税知識の普及と納税意識の高揚を目的とする事業（公益事業） 

 

１）新設法人説明会 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

１２．１３ 阿波観光ホテル 徳島税務署担当官 ２５名 

 

２）決算研修会  

開催日 会 場 講 師 出席者数 

  ６． ７ あわぎんホール 徳島税務署担当官 ２０名 

  ９．１１ あわぎんホール 徳島税務署担当官 ２４名 

１２．１１ あわぎんホール 徳島税務署担当官 １４名 

  ２．２０ あわぎんホール 徳島税務署担当官 ５３名 

 

３）源泉所得税講座  

開催日 会 場 講 師 出席者数 

６．１２ あわぎんホール 徳島税務署担当官 １４１名 

 

４）年末調整説明会  

開催日 会 場 講 師 出席者数 

１１．１４ あわぎんホール 徳島税務署担当官 ２９２名 

 

５）青年部・女性部税務研修会   

 青年部会 

開催日 会議名 会 場 講 師 出席者数 

４．１９ 会員交流会議 

研修会 

阿波観光 

ホテル 

「軽減税率の概要」 

徳島税務署 第一部門統括官 諏訪 修司 氏 

４９名 
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 女性部会 

開催日 会議名 会 場 講 師 出席者数 

５．１４ 会員交流会議 

研修会 

阿波観光 

ホテル 

「軽減税率の概要」 

徳島税務署 第一部門統括官 諏訪 修司 氏 

７６名 

３．２５ 研修会 阿波観光 

ホテル 

「軽減税率制度について」 

徳島税務署 第一部門統括官 小川 優博 氏 

３６名 

 

６）ブロック研修交流会 [税務研修、及び一般研修(地域企業の健全な発展に資する事業)の内容] 

開催日 ブロック 支部 会 場 講 師 出席者数 

１０．１８ 西方Ⅱ 国府 

石井 

ふじわら 税務研修 「軽減税率制度について」 

徳島税務署 審理専門官 小寺 克治 氏 

「日本株式による長期投資のすすめ」 

徳島合同証券(株)  

代表取締役社長 泊 健一 氏 

２１名 

１０．２３ 

 

北方 内町 

渭北 

川内 

応神 

パークウエ

ストン 

税務研修 「軽減税率制度について」 

徳島税務署 審理専門官 小寺 克治 氏 

「経済記事の読み方」 

日本経済新聞社 徳島支局 

支局長 長谷川 岳志 氏 

５３名 

１０．２５ 

 

南方Ⅰ 新町 

西富田 

徳島南 

徳島グラン

ドホテル 

偕楽園 

税務研修 「軽減税率制度について」 

徳島税務署 法人課税第一部門統括官 

小川 優博 氏 

「徳島を四国観光の玄関口にする」 

(公財)徳島経済研究所  

上席研究員 元木 秀章 氏 

２７名 

１１．１３ 

 

東方 渭東 

沖洲 

昭和 

津田 

東富田 

伊月笹乃庄 税務研修 「軽減税率制度について」 

徳島税務署 法人課税第一部門統括官 

小川 優博 氏 

「家族信託を活用した事業承継対策」 

司法書士法人 小笠原合同事務所 

司法書士 小笠原 哲二 氏 

５０名 

１１．１６ 西方Ⅰ 佐古 

加茂 

加茂名 

不動 

ホテルサンシ

ャイン徳島ア

ネックス 

税務研修 「軽減税率制度について」 

徳島税務署 審理専門官 小寺 克治 氏 

「これからの日本経済の動向」 

日本銀行 徳島事務所 所長 本田 尚 氏 

３３名 

１１．２２ 南方Ⅲ 勝浦 

上勝 

月ヶ谷温泉 税務研修 「軽減税率制度について」 

徳島税務署 法人課税第一部門統括官 

小川 優博 氏 

１５名 

１１．２９ 南方Ⅱ 小松島 みどり 税務研修 「軽減税率制度について」 

徳島税務署 法人課税第一部門統括官 

小川 優博 氏 

「今、消費の現場が変わる！～拡がるエシカル消費」 

四国大学短期大学部 教授 

CFP ファイナンシャル・プランナー 加渡 いづみ 氏 

２１名 
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１２． ４ 西方Ⅲ 神山 

佐那河内 

神山温泉 税務研修 「軽減税率制度について」 

徳島税務署 審理専門官 小寺 克治 氏 

「百年続く企業の条件」 

(株)帝国データバンク  

徳島支店長 篠原 勝志 氏 

１５名 

 

７）税金何でも相談会 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

 ６．１２ あわぎんホール 徳島税務署  大熊 文子 統括官 １名 

１１．１４ あわぎんホール 四国税理士会 内藤 博次 税理士 ４名 

 

８）「税を考える週間」広報活動  

１１月１６日（金）～１９日（月）ＮＨＫ徳島放送局において公益社団法人徳島法人会の広報

活動を実施。税の啓発用ポスターや小冊子、広報紙等 PR 品を掲示・配布し、税に関する情宣

と意識啓発を行った。 

 

９）ｅ－Ｔａｘの利用推進についての情宣活動 

研修会・ホームページ・広報紙を通じて、利用促進を呼びかけた。 

    平成３０年度 e-Tax 利用状況           （平成３１年１月３１日） 

徳島法人会 役員企業数及び会員企業数 e-Tax 利用企業数（％） 

役   員 ５４社 ５１社（94.4％） 

青年部会員 ４９社 ３５社（71.4％） 

女性部会員 ６６社 ５３社（80.3％） 

 

１０）広報紙並びにホームページによる税情報の発信  

広報紙「とくしま法人ニュース」（年２回発行２・９月） 

徳島税務署提供の国税に関する情報、税制改正事項、確定申告情報、e-Tax 等の掲載を積極

的に行うと共に、徳島税務署・県庁へ２０部、徳島市役所へ１０部配布し、広く一般に税に

関する情報を提供した。 

 

ホームページ 

研修会、講演会、セミナーの参加者を広く一般に募集した。 

また当会の情報公開と広報情宣活動を強化、国税庁・公益財団法人全国法人会総連合・関係 

団体へのリンクによる適宜必要な税に関する情報を提供し、税についての理解と意識啓発を 

促した。 

 

１１）マイナンバー制度についての情宣活動 

税務研修会、会員交流会議等にてチラシを配布し、「税務関係書類へのマイナンバーの記載」、

「法人番号の利活用」など最新の情報を提供した。また会報紙にも掲載し、広くマイナンバー

制度の利便性・効率性について案内した。 

 

１２）第２２回親子タックスセミナー   

（共催）徳島地区租税教育推進協議会 

８月４日（土） 徳島県教育会館 
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参加者 小学６年生とその保護者３８組７６名 

日頃なじみの薄い「税」に関する関心を深め、親子で税の意義や役割について理解を深める 

ために実施。午前は青年部会幹事 笠井泰嘉氏による「租税教室」「税金クイズ大会」を実施、 

午後より「神戸市立須磨海浜水族園」を見学した。 

 

１３）租税教室  

開催日 学校名 講 師 児童数 

５．１０ 大松小学校 笹本青年部会員 ６９名 

５．２９ 徳島文理小学校 桑村事務局長 ４５名 

７． ３ 宮井小学校 山本専務理事・桑村事務局長 ２３名 

 ７．１８ 川内北小学校 桑村事務局長 １０５名 

７．３１ 南小松島小学校 山本専務理事・桑村事務局長 ７８名 

１． ９ 立江小学校 桑村事務局長 １５名 

１． ９ 入田小学校 湯村青年部副部会長  ９名 

１．１１ 高川原小学校 桑村事務局長 ４３名 

１．１５ 不動小学校 湯村青年部副部会長 １５名 

 １．１６ 助任小学校 

石津青年部副部会長 

１６０名 杣友青年部幹事 

笹本青年部会員 

 １．１７ 八万小学校 

田村青年部会長 

１１５名 石津青年部副部会長 

湯村青年部副部会長 

 １．１８ 津田小学校 笠井青年部幹事 １２５名 

 １．２３ 渋野小学校 笹本青年部会員 ４４名 

 １．２５ 福島小学校 

田村青年部会長 

 ８９名 宮﨑青年部幹事 

山本専務理事・桑村事務局長 

 １．２８ 昭和小学校 
湯村青年部副部会長 

 ７０名 
宮﨑青年部幹事 

 １．３１ 南井上小学校 桑村事務局長  ６９名 

 ２． １ 沖洲小学校 田村青年部会長  ７７名 

 ２． ６ 芝田小学校 笹本青年部会員  １４名 

 ２． ８ 北小松島小学校 杣友青年部幹事  ２０名 

 ２．１３ 浦庄小学校 桑村事務局長  ２８名 

 ２．１４ 北井上小学校 桑村事務局長  ２３名 

 ２．１５ 加茂名南小学校 

田村青年部会長 

１０５名 湯村青年部副部会長 

杣友青年部幹事 

 ２．１８ 新開小学校 山本専務理事  ３９名 

 ２．１９ 千松小学校 桑村事務局長 １５６名 

 ２．２５ 鳴門教育大学附属小学校 杣友青年部幹事 ９４名 

               〈 平成３０年度租税教室 ２５小学校 ４５回 １，６３０名 〉 

  



5 

 

１４）小学生の税に関する作文コンクール  

（共催）徳島県（後援）徳島地区租税教育推進協議会・（一社）徳島県法人会連合会 

租税教育の一環として、作文を通じ児童に税の意義や役割を正しく理解してもらうために実施。 

徳島税務署管内の小学校５５校へ応募依頼を行い、３６校から３２９編の応募があり、入選作

品は「税の作品展」（徳島税務署主催、当会共催）にて展示を行った。特選者については１２月

に学校訪問し表彰を行い、副賞を贈呈した。また税の絵はがき入賞作品と共に３月「小学生の

税に関する作品集」を９５０部刊行し、入賞者、各小学校、官公庁等に配布した。 

 

１５）税に関する絵はがきコンクール   

（後援）国税庁・（一社）徳島県法人会連合会 

租税教育活動の一環として小学生の税への関心を高めるため平成２４年度より実施。 

徳島税務署管内の小学校５５校へ応募依頼を行い、１６小学校から１９１名の応募があった。 

会長賞、税務署長賞、女性部会長賞、青年部会長賞、入選を選定し、「税の作品展」（徳島税務 

署主催、当会共催）にて展示を行った。入賞者には１２月に表彰状と記念品を贈呈した。 

 

 

２．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業（公益事業） 

 

１）平成３１年度税制改正要望書の提出  

１０月１１日（木）に開催された法人会全国大会「鳥取大会」で「平成３１年度税制改正に関

する提言」の要旨が発表され、これを受けて１１月２２日（木）徳島市長へ税制改正要望の趣

旨を説明し、当会の取り組みに協力を要請した。  

 

２）徳島税務署と青年・女性部会等定期協議会  

  １１月２８日（水）阿波観光ホテル 出席者２８名  

徳島税務署幹部と青年経営者・女性経営者による租税教育、税制改正等についての意見交換会

を行った。徳島税務署から「税を考える週間」のテーマ「くらしを支える税」について、イン

ターネットによる確定申告やダイレクト納付、軽減税率についての説明が行われ、その後フリ

ーテーマで意見交換を行った。 

 

３）法人会全国大会「鳥取大会」 

  １０月１１日（木）とりぎん文化会館 出席者３名 

全国より経営者が一堂に会し「平成３１年度税制改正に関する提言」の周知、直方法人会青年

部会（租税教育活動プレゼンテーションで２９年度最優秀賞）による租税教育活動の事例発表

等が行われた。他法人会と交流を通じ法人会会員として、「税」を中心とした公益活動を今後も

積極的に展開していくことを確認した。 

 

４）法人会全国青年の集い「岐阜大会」 

  １１月９日（金）長良川国際会議場 出席者２名 

  青年部会の大きな柱である租税教育活動について、各地法人会青年部会の一年間の取組みと成

果を発表表彰し、全国青年部会の連携強化、さらなる活動と発展のために活発な意見交換を行

った。参加報告をホームページに掲載し、当会青年部会の主力公益事業である「租税教室」活

動の充実のため、講師の育成や指導方法のスキルアップを図ることを確認した。 
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５）法人会女性フォーラム「山梨大会」 

  ４月１２日（木）アイメッセ山梨 出席者３名 

  全国から女性部会員を中心に１，６００人以上が参加し、社会貢献活動や租税教育活動につい

て情報交換を行った。法人会における女性部会の役割には、年々大きな期待が寄せられており、 

徳島法人会女性部会は、部会員の資質向上と公益事業活動のさらなる充実、促進を図っていく

ことを確認した。 

 

 

３．地域企業の健全な発展に資する事業（公益事業） 

 

１）パソコンセミナー 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

 ８．２９ ホテルグラ

ンドパレス

徳島 

午前：「ワード基礎講座」 

午後：「エクセル基礎講座」 

(株)ブレーン 専任講師 中村 和彦 氏 

３４名 

 ８．３０ ホテルグラ

ンドパレス

徳島 

午前：「ワード基礎講座」 

午後：「エクセル基礎講座」 

(株)ブレーン 専任講師 中村 和彦 氏 

３３名 

 

２）実務（経営・税務・会計等）セミナー、インターネットセミナー 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

 ４．１９ 阿波観光 

ホテル 

「物を売るな、物語を売れ！～売れない時代の新しい売り方～」 

湘南ストーリーブランディング研究所 代表 川上 徹也 氏 

４９名 

５．１４ 阿波観光 

ホテル 

「～もしもの時ではもう遅い～落語で学ぶ相続・事業承継」 

行政書士きざき法人オフィス 代表 こころ亭 久茶 氏 

７６名 

５．２４ 阿波観光 

ホテル 

「人間関係を円滑にする！相手の能力を引き出す！傾聴研修」 

アビリティーセンター(株) 研修インストラクター 小濱 裕子 氏 

６１名 

 ６．１１ 阿波観光 

ホテル 

「現代の南極観測隊は何を食べどのように生活しているの？ 

～閉鎖空間での人付き合い術 商売への活かし方～」 

元南極地域観測隊 越冬調理隊員 篠原 洋一 氏 

４３名 

 ７．２５ ホテルグラン

ドパレス徳島 

「日本経済と中小企業の展望」 

経済ジャーナリスト 須田 慎一郎 氏 

８８名 

 ９． ３ ホテルグラン

ドパレス徳島 

「いきなりでも大丈夫!!１日でわかる経理入門セミナー」 

(有)マスエージェント 代表取締役 林 忠史 氏 

６６名 

１．２３ 阿波観光 

ホテル 

「日本経済の今後と地域経済の課題」 

エコノミスト、明治大学政治経済学部准教授 飯田 泰之 氏 

５２名 

２． ６ 阿波観光 

ホテル 

「地方創生とこれからの中小企業を考える」 

早稲田大学公共経営大学院教授 片山 善博 氏 

５７名 

 

インターネットセミナー 

  広報紙、講演会、研修会等においてセミナーオンデマンドのチラシを配布し、周知を図った。 

  ＜平成３０年度利用件数＞ 

 アクセス数１６，６４９件（一般ログイン数１４２件、会員ログイン数１，６５４件） 
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４．地域社会への貢献を目的とする事業（公益事業）  

 

１）吉野川清掃ボランティア活動  

開催日 場 所 参加者 

４． ７ 四国三郎橋北岸 

下流運動場 

役員、青年・女性部会 

徳島税務署、協力保険会社等 約１５０名 

９．１５ 四国三郎橋北岸 

下流運動場 

役員、青年・女性部会 

徳島税務署、協力保険会社等 約１４０名 

１１．２３ 四国三郎橋北岸 

下流運動場 

役員、青年・女性部会 

徳島税務署、協力保険会社等   ７８名 

 

２）健康セミナー 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

 ３．２５ 阿波観光 

ホテル 

「もしもの時にも困らない！知っておきたい介護の基礎知識」 

日本社会事業大学 非常勤講師 沼田 裕樹 氏 

３６名 

 

３）児童養護施設の訪問活動 

女性部会員２名が訪問し、タオルや文房具、お菓子などの粗品をお渡しした。 

・１２月２０日（木）社会福祉法人常楽園（徳島市国府町） 

 

４）地域イベントへ参加  

東日本大震災・原発事故に起因した電力供給量の低下への対応として、女性部会において節電

対策「いちごプロジェクト」（家庭における使用電力の１５％削減運動）を継続して実施した。 

・８月１４日（火）に女性部会員４名が阿波おどり演舞場付近にて節電うちわを配布し、広く 

節電をＰＲした。 

 

５）「経営者の声」アンケート調査システムの送信対象者の拡大 

各会員交流会議にて「新規登録にご協力ください」のチラシを配布、登録を推進した。 

 

 

５．会員の交流に資するための事業（共益事業） 

 

１）ブロック研修交流会での会員交流会  出席者１９９名（非会員含む） 

 

２）海外研修視察旅行   平成３１年２月２０日～２３日  香港 参加者１２名 

３）女性部会研修視察旅行 平成３１年２月１２日    大阪方面 参加者２５名 

 

 

６．会員の福利厚生等に資する事業（共益事業） 

 

１）経営者大型保障制度の普及推進（大同生命保険） 案内・周知 

《経営者大型総合保障制度》 (平成３１月年３月末日現在) 

 法人会員数     加入企業数     加 入 率 

  ３，６３６社    ６１８社      １６．９％ 
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２）経営保全プラン（ビジネスガード）の普及推進（ＡＩＧ損保） 案内・周知  

《ビジネスガード》     (平成３１年３月末日現在) 

  法人会員数     加入企業数     加 入 率 

    ３，６３６社    ５９５社      １６．３％ 

  

３）がん保険制度・医療保険の普及推進(アフラック生命保険） 案内・周知 

《がん保険 会員加入状況》  (平成３１年３月末日現在) 

 法人会員数     加入企業数     加 入 率 

  ３，６３６社    ５１９社      １４．２％ 

 

４）貸倒保証制度（取引信用保険）の推進（三井住友海上火災保険） 案内・周知 

 

５）事業承継サポートシステム普及推進 （三井住友海上火災保険） 案内・周知 

 

 

７．その他本会の目的を達成するために必要な事業（共益事業）  

 

１）会員企業増強運動展開 

徳島法人会会員数（平成３０年１２月３１日現在）  ３，６３６ 社  

加入状況  所管法人数 ８，１１３ 社       ４４．８ ％ 

 

入 会        １２４ 社 

退 会        １６７ 社 

   （内訳） 休業・廃業 ５３社 

 利用していない・メリットなし ５４社 

 営業不振・経費削減  ９社 

 転出 １社 

 会費未納による整理 １８社 

 所在不明    ７社 

 その他  ２５社 

 

青年部会 部会員数（平成３０年１２月３１日）４９名 前年度減３ 

女性部会 部会員数（平成３０年１２月３１日）６４名 前年度減３ 

 

 

８．その他 

 

１）諸会議等開催  

（１）第７回通常総会 

  ・平成３０年 ６月１８日（月） 会場：ＪＲホテルクレメント徳島   出席者２２０名 

（２）理事会 

  ・第一回 平成３０年 ５月２１日（月） 会場：阿波観光ホテル      出席者４５名 

  ・第二回 平成３０年１０月 ９日（火） 会場：ホテルグランドパレス徳島 出席者４３名 

  ・第三回 平成３１年 ３月１８日（月） 会場：ホテルグランドパレス徳島 出席者３８名 
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（３）正副会長会議 

  ・平成３１年 ２月 ８日（金） 会場：グラナダ       出席者１２名 

（４）支部長会 

  ・平成３０年 ９月１８日（火） 会場：ホテルサンルート徳島 出席者１３名 

（５）委員会 

  ・総務・組織合同委員会 

   平成３０年 ９月１４日（金） 会場：阿波観光ホテル    出席者１４名 

   平成３１年 ３月１４日（木） 会場：阿波観光ホテル    出席者１５名 

  ・税制委員会 

   平成３０年 ５月２５日（金） 会場：阿波観光ホテル    出席者 ９名 

  ・広報委員会 

   平成３０年 ７月２６日（木） 会場：阿波観光ホテル    出席者１０名 

（６）青年部会 

  ・会員交流会議 

   平成３０年 ４月１９日（木） 会場：阿波観光ホテル    出席者２２名 

  ・役員会 

   平成３０年 ４月１９日（木） 会場：阿波観光ホテル    出席者 ７名 

  ・報告会 

   平成３０年１２月２１日（金） 会場：ホテルアストリア   出席者１３名 

  ・租税教室意見交換会 

   平成３１年 ３月 ８日（金） 会場：たきち        出席者 ８名 

（７）女性部会 

  ・会員交流会議 

   平成３０年 ５月１４日（月） 会場：阿波観光ホテル    出席者４７名 

  ・役員会 

   第一回 平成３０年５月１４日（月） 会場：阿波観光ホテル 出席者１０名 

   第二回 平成３０年７月２０日（金） 会場：阿波観光ホテル 出席者１２名 

（８）優良申告法人部会（幸優会） 

  ・会員交流会議 

   平成３０年 ６月１１日（月） 会場：阿波観光ホテル    出席者２１名 

  ・交流会 

   平成３１年 １月２３日（水） 会場：阿波観光ホテル    出席者２０名 

（９）関係機関等 

 （一社）徳島県法人会連合会 

  ・第６回通常総会 

   平成３０年 ６月２６日（火） 会場：阿波観光ホテル    出席者１６名 

  ・理事会 

   第一回 平成３０年 ５月２８日（月） 会場：阿波観光ホテル      出席者８名 

   第二回 平成３０年１０月１６日（火） 会場：ホテルグランドパレス徳島 出席者８名 

   第三回 平成３１年 ３月２７日（水） 会場：ホテルグランドパレス徳島 出席者７名 

（一社）四国法人会連合会 

  ・通常役員総会  

平成３０年１０月３１日（水） 会場：高松市  出席者４名 
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業務執行体制等 

 平成３１年４月２２日、次の事項等について、監事による監査を受け、いずれも適正である

旨、代表理事に報告があった。 

・理事及び職員の職務の執行が、法令、定款、諸規定に適合していること。 

・理事会が、法令、定款及び理事会運営規則に従い、重要事項を決定するとともに、理事の職

務の執行を監督していること。 

・理事の職務執行に係る情報が、理事会運営規則等に基づき、理事会議事録に記録され、その

記録の保存・管理が事務処理規程等に基づき適切に保存及び管理されていること。 

 

 また、平成３１年４月２２日、上記の監査結果や監査方法等について、税理士法人徳島によ

る外部監査を受け、いずれも適正である旨、代表理事に報告があった。 

 

 

事業報告の附属明細書 

 平成３０年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第

３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので作成しない。 

 

 

                                         令和元年６月 

公益社団法人 徳島法人会 

 

 


